
国際金融都市に向けた税制上の措置 

日本の相続税の最高税率は 55％。他国に

比べて高い負担で、現行法では、日本に住

む外国人が日本で死亡した場合、滞在期間

が過去 15 年以内に 10 年を超えていると、

国外財産にも日本の相続税が課されます｡ 

今回の改正では、高度なノウハウを持つ

海外の人材が日本に進出・定着しやすくな

るよう、滞在期間にかかわらず、相続税・贈

与税を課税しないこととなりました。 

住宅取得等資金の贈与税の非課税枠拡充 

新型コロナウィルス感染拡大を受け､個

人の住宅取得は厳しい環境に置かれていま

す。そのため、親や祖父母から住宅購入資

金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税制

度について、非課税枠(1,500 万円／令和３

年４月以降縮小)を令和３年末まで据え置

くこととなりました。また､住宅ローン控除

と同様に床面積要件の下限が40㎡以上に改

正されます(相続時精算課税の特例も同様)｡ 

〈令和３年４月～12月の間に契約〉 

 改正前 改正後 

消費税 10％が 

適用される住宅 
1,200万円 1,500万円 

上記以外 800万円 1,000万円 

教育資金、結婚・子育て資金の一括贈与 

節税的な利用を防止する観点から、受贈

者が贈与者の孫等である場合の贈与者死亡

時の残高に係る相続税額への２割加算の適

用など所要の見直しを行った上で、適用期

限が２年延長されます。 

固定資産税等の負担調整措置 

〈固定資産税の課税標準額・税額の据置き〉 

令和３年度に限り、住宅地、商業地や農

地等の土地に課される固定資産税は、負担

増にならないよう評価額が据え置かれます

（評価額が下がった場合には、その評価を反

映させます）。 

令和３年度は､本来､固定資産税の評価額

の改定年｡評価の基準は令和２年１月１日

のもので、当時の地価は上昇傾向でした。 

その後､新型コロナウィルス感染拡大に

伴い、地価が下落した地域もあることから、

当年度に限り特別な措置が講じられました。 

〈負担調整措置の継続〉 

宅地等及び農地の負担調整措置について、

令和３年度から令和５年度までの間、現行

の負担調整措置の仕組みが継続されます。 
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令和３年度税制改正大綱 

資産課税編 

令和4年度以後の固都

税は、令和 3年 1月 1

日時点の地価を基準と

する予定です。 


